



平成 +,年 ++月 -*日受付 /平成 +-年 +月 +2日受理
要約 : 平成 ++年に 地方分権法 が施行され 奨励的補助金の新設が中止された その結果 食料･農業･農
村基本法の最重要施策である｢中山間地域等直接支払｣制度に対して農林水産省は補助金が仕組めず 交付金
で措置することになった 交付金は補助金より国の主体性が弱く 政策としては大きく後退し 自治体への
依存が高まっている 以上の問題意識から 本論文は 地方分権法 と農村財政構造につて 農政変容過程
における町村自治体単独事業の財源問題との関連に焦点を当て考察している 具体的には 第 +に すでに
+兆円に達している自治省の農山漁村対策事業費の実態を解明している 第 ,に 国の施策の受皿となる自
治体 とくに 農村地域に大部分が立地する町村の財政力構造を考察している 第 -に財政力が脆弱な町村
自治体に対する財源対策への提言を行なっている
キワド : 地方分権 農村財政構造 自治体の財政力 食料農業農村基本法
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+ は じ め に
地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関す
る法律 以下 地方分権法 と略す が制定されたのは
平成 ++年の第 +./国会である ここに至るプロセスは長
く 昭和 /0年の第 ,次臨時行政調査会 同 /2年の第 +次
行政改革推進審議会同 0,年の第 ,次行革審平成 ,年の











る との方針が示され 平成 +*年の地方分権推進計画で
この方針が方策として閣議決定された このことが農政に
大きなインパクトを及ぼすことになった 近時点では 自
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山漁村対策に本格的に乗り出したのは 平成 /年度に創設
した｢森林･山村対策｣からであった 以降 同 0年に｢農山
漁村対策｣ 同 1年に｢農山漁村ふるさと事業｣ 同 +*年に
｢国土保全特別対策事業｣ 同 +,年に｢中山間地域等直接支

























山漁村対策｣は , 特定農山村法 の支援 平成 1年の｢農山
漁村ふるさと事業｣は ウルグアイラウンド農業合意対






域等直接支払｣の項目を設け 財源の ,分の +を地方交付
税措置としたのは 農林水産省の強い要請によるものだ












 とされ 原則として 事業費の 1/が起債
+/が財源対策債 +*が一般財源となっている財源対














と財政力指数は *.-.水準となる この算式でいくと 当該
市町村の実質負担は上限の場合で .-.1となり 一般の ,
分の +の補助事業よりやや有利になる仕組みである
一方 ソフト事業は 交付税措置となる 交付税は普通
交付税と特別交付税とに分けられるが ここに適用される






比率｣とし これに｢段階補正係数｣ すなわち 測定単位の
数値の補正の一種で 数値の増減に応じて単位当たり費用
が割安又は割高となる事情を反映させるために適用される
補正 地方交付税法第 +-条 と｢経常態容補正係数｣ す




のについて行う補正 地方財政法第 +-条 とによって補
正する市町村にあっては単位費用は 2,.0*円である交
付対象団体は 大都市圏に所在し 第 +次産業就業者数及
び同就業者比率が極めて低い市町村を除く全ての市町村で
ある また 地方交付税算入額の規模は 総額 /**億円で
+団体当たり /**万円,,/**万円である都道府県にあっ
ては 単位費用は +,*2*円であり 全都道府県を対象とし
総額 /*億円 +団体当たり 2,***万円+億 /,***万円で
ある
次に 国土保全対策事業は 市町村において 測定単位
は 面積 で総額 //*億円である 当該市町村の面積に占
める田 畑 森林の各面積の比率の対全国比に応じて 割
り増しまたは割り落としが行なわれる 単位費用は ,,.0,
円であり標準団体で ,,32*万円上限 ,億円下限は数百









表 , 自治省によるハド事業に対する事業費補正 元利償還費算入方式
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者は 森林山村対策 ,農山漁村対策 国土保全対




ソフト事業 +,/**億円 ハド事業 +兆 /,***億円規模
等と共に地方単独事業の中核をなすまでに至っている
しかし これらの事業にも基本的な改善が求められてい
る それは 事業の財源構成の主力部分を占める 地域総
合整備事業債 に関わるもので 交付税の算入率が財政力
の脆弱な財政力指数である *.-未満の市町村を救済するま
でに働いていない点である 現行の仕組みは 表 ,の注の
ように 財政力指数区分に応じて 同指数が *.0未満には
上限の // 指数 *.3/以上が下限の -*となっている
上に薄く 下に厚く という内容になっているが 問題は
上限が //で打切りになっている点である ここで取り




で明らかにしているように その /.が *.-未満となって
おり この地域が活性化の実効を上げるには少なくとも数
+*億円の事業資金を必要とするが実際は -億円前後の事
業規模が限界となっている この規模を超えるには 第 +
































昭和 /-年に創設された地域総合整備事業は 昭和 /,年
に策定された｢第三次全国総合開発計画｣に出発点があっ
た 同計画は国土総合開発計画法 昭和 ,/年 に基づくも




















では ふるさとづくり 地域活力創出 国土保全対策 若
者定住促進 農山漁村対策 森林･山村対策 特定農山村地
域整備合併町村まちづくり地域文化財･歴史的遺産活用
地域おこし等がある また 対象としないのは 庁舎等公
用施設整備 収益性の整備事業等である
事業債の充当率は一般分 1/特別分 3*をベスに
し 事務費については全体事業費の ,.1/算入する 許可
予定額の決定時期は .月と +*月下旬である
. 地方単独事業の課題


















平成 +*年 /月 ,3日の閣議で決定された｢地方分権推進
計画｣で国庫補助負担金の整理合理化の方策 第 .の , が
明示された その中で｢新規の国庫補助の設定は厳に抑制
する 行政需要の変化等に即応して真にやむを得ず新設す



































このような事態になったのか 結論的にいえば 第 +の理
由は 検討過程では ｢直接所得補償｣では恒久的制度に定
着することから 当面の措置 として対処できる 直接支
払い に変更するなど確固たる理念の構築がないまま場当













している 平成 +*年 /月の地方分権推進計画では農村地











































*.1,に対し町村は *.-.と ,倍の開きがあることによる た
だ 市といえども人口要因の基本とする /万人 地方自治




まず 平成 +*年度の実像は 表 -のように *.-未満層に
/.が集中していることである 平均が *.-.であること
からすれば想定された数値であるが それにしても異常さ












次に 昭和 ./年度から平成 +*年度までの動態を見ると
/年ごとの節目では上下の変化を見せるが昭和 ./年度対

















地方 0団体 知事会 市長会 町村長会 各議長会 が
平成 3年 ,月 ,*日 地方分権推進委員会 国庫補助負担
金税財源に関する中間とりまとめ についての見解を提
示した 具体的には + 国と地方の歳出及び租税収入
について 国地方の歳出純計に占める国と地方の割合
はおおむね + : ,であるのに対し租税総額に占める国税
と地方税の割合は逆にほぼ , : +となっており この乖離
の存在により住民の受益と負担の不一致が生じ 住民の自
治意識の涵養の大きな障害になっている とし , 地方
税財源の充実の項では 地方公共団体の財政力較差が大
きいことを勘案し 地方税に合わせて地方交付税を充実す




















交付税 --*億円 うち特別交付税 +,*億円 地方公共団




国費を交付する補助費等には 補助金 負担金 交付金




金は +.件 いずれも平成 ++年度決算 である 交付金の
交付先は 都道府県 1件 市町村 +件 基金 +件 事業団














を仕組み 実行でき また 費用負担は 地方交付税算入
措置によって補助金を受けた場合より有利になる このた
め 地方単独事業は 昭和 /*年代後半から伸びはじめ 昭
和 0*年には普通建設事業における補助金と単独事業の比
率は逆転し 近時点では単独事業と補助金とは 0 : .の関
係になっている農林水産関係事業の町村段階ではまだ














｣ 平成 3年 ,月･税財源検討グル	プでの地方公共団体の
発言 に集約される
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A Study on the Decentralization of Power
and the Rural Finance
Structure : In Relation to the Finance Problem
of the Independent Project by the Government
of Towns and Villages in Changing Stage
of Agricultural Policy
By
Junji FUNATU* and Masahiko SHIRAISHI**
(Received November -*, ,***/Accepted January +2, ,**+)
Summary : Firstly, the aim of analysis is to clarify the actual condition of the ﬁnance for development
project in the rural, mountainous and ﬁshery areas, on which is expended a trillion Yen per year
through the Ministry of Home A#airs. Secondly, the aim is to clarify the ﬁnance ability of the local
government, mainly the government of towns and villages which applies the policy of the central
government. Lastly, the aim is to propose a new vision for the ﬁnance policy of government of towns
and villages in which the ﬁnancial ability is very weak. In +333, the government introduced the law of
decentralization of power, and encouraged subsidies to be stopped. For that reason, the Ministry of
Agriculture, Forestry and Fishery is obliged to introduce not subsidies, but local allocation taxes
which were used as a direct payment system for farmers in the less favorable rural-mountainous area,
a most important policy in the Food, Agricultural and Rural Basic Law.
Key Words : decentralization of power, rural ﬁnance structure, ﬁnancial ability of the local govern-
ment, the Food, Agricultural and Rural Basic Law
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